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私立専修学校・各種学校の設置認可に関する基準 
 

第１ 趣旨 
私立専修学校・各種学校の設置にあたっては、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）その他関係法令の規定によるほか、この基準により認

可する。 
 
第２ 教職員 
１ 兼務校長の学校については、校長に代わって職務を遂行できる専任の

責任者を配置すること。 
２ 複数の学科を設置する学校においては、それぞれの学科ごとに専任の

教員を１名以上配置すること。 
３ 各種学校にあっては、生徒数が８０人までは教員数は３人以上とし、

生徒数が４０人を超える毎に教員を１名増加する。ただし、教員の内、

半数は専任であり、かつ専任教員数は３人以上であること。 
４ 学校医を配置するよう努めること。 
 
第３ 設置者 

専修学校の設置者は、原則として学校法人（私立学校法（昭和２４年

法律第２７０号）第６４条第４項の専修学校又は各種学校の設置のみを

目的とする法人を含む。以下同じ。）とすること。 
 
第４ 施設・設備 
１ 学校の校舎、校地は原則として、自己所有であり、かつ負担付きでな

いこと。ただし、次の各号いずれかの条件を満たし、かつ教育上支障

がないと認められる場合には、借用することができる。 
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（１）地方公共団体等からの校地・校舎の借用であり、２０年以上継続

して使用できる権利を取得していること。 
（２）（１）以外の校地借用の場合 

ア．施設の敷地に供している部分は自己所有であること。 
イ．２０年以上継続して使用できる権利を取得していること。 

（３）前各号以外の校地・校舎の借用の場合 
ア．特別の事情があること。 
イ．２０年以上継続して使用できる権利を取得していること。 

２ 学校には、設置する課程、分野及び学級数に応じた教室、実習室を確

保すること。 
３ 各教室の面積は、当該教室において同時に授業を受ける生徒数に１．

５㎡を乗じて得た面積を下回ってはならない。 
４ 校舎の内、３／５程度は生徒が直接使用する教室、実習室等に充てる

こと。 
５ 収容定員の変更にあたっては、施設、教員等が設置基準等に適合する

ものであること。 
 
第５ 納付金 

納付金の総額は年間経常経費の１．５倍相当額の範囲とすること。 
 
第６ 養成施設の指定等 

専修学校・各種学校の設置認可の外、関係法令等により養成施設の指

定等が設けられている場合は、養成施設の指定等についても併せて受け

ること。 
 
第７ 生徒募集 
１ 学則変更の手続きを経ていない学科等についての生徒募集は行わな

いこと。 
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２ 設置計画の承認を得た学校が生徒募集を行う際は、「認可申請中」の

表現を用いて行うこと。 
 
第８ 学校の開設時期 

開校時期は４月または１０月とすること。この場合において、法令上

の手続きは 原則として次のとおりとすること。 
１ 設置計画書の提出時期は、開校前１年半以前とすること。 
２ 設置認可申請書の提出時期は、開校前２か月以前とすること。 
 
第９ 設置認可後の履行状況の確認 

１ 知事は、設置認可を受けた者又は届出を行った者が、設置認可後に

設置計画を履行するに当たり留意すべき事項があると認めるときは、

当事者に対し、当該事項の内容を通知するものとする。 

２ 知事は、設置計画及び留意事項の履行の状況を確認するため必要が

あると認めるときは、設置認可を受けた者又は届出を行った者に対し、

その設置計画及び留意事項の履行の状況について報告を求め、又は調

査を行うことができる。 

 
附 則 
（施行期日） 
１ この基準は、平成１７年４月１日から施行する。 
２ 「専修学校・各種学校の認可等に関する取扱内規について」は、廃止

する。 
３ 平成２１年４月１日の前日において認可を受けている専修学校又は

各種学校の設置者を、学校法人以外のものから学校法人に設置者変更

する場合における第４ １の適用については、次の条件を満たし、かつ

教育上支障がないと認められる場合には、学校の校舎、校地を借用す

ることができる。 
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（１）校地にあっては、総面積の１／２以上は自己所有であること。た

だし、借用部分が、旧設置者当時からの借用であって、所有権が取

得できないことについて合理的な理由がある場合には、総面積の１

／２以上が自己所有であることを要しない。 
（２）校舎にあっては、専修学校設置基準（和５１年文部省令第２号）

第２４条又は各種学校規程（昭和３１年文部省令第３１号）第１０

条に規定する校舎の基準面積以上は自己所有であること。 
（３）所有することが困難な場合であって、長期にわたり安定して使用

する権利を取得していること。 
[追加 平成２１年改正] 
附 則 
（施行期日） 
この基準は、平成２１年４月１日から施行する。 
附 則 
（施行期日） 
１ この基準は、令和４年４月１日から施行する。 
２ 入学対象者数が減少期にある間は、学校の設置（収容定員の増員を

含む。）認可は特に、次の事項を確認できるものであることとする。 
（１）将来的にも十分な生徒確保の見込みがあること 
（２）将来的な経営基盤の安定性が確保されていること 
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